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研究要旨  

本分担研究においては、①人口動態統計の出生票、死産票、および死亡票をリンケージ

する複数の手法を比較検討することで、もっとも正確にこれらをリンケージできる手法を

提案し、自動的にリンケージするプログラムを作成すること、そして、②各種の周産期関

連データベースをリンケージしたデータベースの利用を促進し、その解析を通して単一の

データベースからは産出不可能であった医学的なエビデンスを複数提示すること、を目的

としている。 

初年度である本年度は、①諸外国における人口動態統計のリンケージ手法について情報

を収集し、それを参考に、2011 年度に出生した児の出生票と死亡票をリンケージする手法

を比較することで高精度にリンケージするために必要な変数を選定し、③2003-2011 年度

の出生児について日本産科婦人科学会周産期登録データベース、新生児医療ネットワーク

登録データベース、出生票、死産票、乳児死亡票を連結したデータベースを様々な角度か

ら解析し、妊婦および児の予後に関係する医学的・社会的因子について、複数のエビデン

スを発表した。 

また、データベースを積極的に臨床研究に活用するための疫学教育を提供する場も設け

た。 

Ａ．研究目的 

 本年度の本分担研究班における研究目

的は、①出生票と死亡票をリンケージする

手法を比較することで高精度にリンケージ

する手法を提案すること、②各種の周産期

関連データベースをリンケージしたデータ

ベースの解析を通して複数の医学的に有用

なエビデンスを提示すること、である。 

 

Ｂ．研究方法 

 ①出生票と死亡票を高精度にリンケージ

する手法の提案 

2010 年の出生児 1,100,996 名のうち、2010-

2011 年度に死亡しその死亡が 2011 年度中

に報告された 2,553 名について、 
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i)１歳未満の死亡にて記載されるすべての

情報を用いた場合 

ii)１歳未満の死亡における特記情報のう

ち、各種産科情報（在胎週数、出生体重、胎

数、出生順位）を用いなかった場合 

iii)１歳未満の死亡における特記情報のう

ち、母の生年月日情報を用いなかった場合 

のそれぞれにおいて、各死亡票に対して対

応する出生票が１つに絞られる割合を、産

出した。 

 

②2003-2011 年度出生において、日本産科婦

人科学会周産期登録データベース、新生児

医療ネットワーク登録データベース、出生

票、死産票、乳児死亡票を連結したデータベ

ースを、複数の研究者で解析した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は二次的に得られる情報で行う研

究であり、情報収集については特別の倫理

的配慮は必要としなかった。しかし、個人情

報を多く含む情報の解析であるため、成育

医療センターの倫理委員会において研究計

画の承認を得た後に行い、情報漏えいリス

クを最小限にとどめるために外部ネットワ

ークから遮断された環境において解析を行

い、また結果公表に際しても５例以下のセ

ルについては報告を行わないことで少数例

庇護の措置を行った。 

 

Ｃ．研究結果   

①リンケージ手法の比較 

 

 １歳未満の死亡にて記載さ

れるすべての情報を用いた

場合 

連結率 2532 (99.1%) 

ペアだと判断された出生票と死亡票の間

での情報の一致率（双方に記載がある場

合に限る） 

客体 2512 (99.2%) 

市町村 2480 (98.1%) 

保健所 2486 (98.3%) 

性別 2527 (99.8%) 

出生月 2525 (99.7%) 

出生日 2527 (99.8%) 

母生年 2249 (99.4%) 

母生月 2246 (99.3%) 

母生日 2235 (98.8%) 

出生体重 2154 (96.1%) 

在胎週数 2198 (98.3%) 

多胎数 2320 (91.6%) 

出生順位 153 (99.3%) 

 

 

 １歳未満の死亡における特

記情報のうち、各種産科情

報（在胎週数、出生体重、

胎数、出生順位）を用いな

かった場合 

連結率 2507 (98.2%) 

ペアだと判断された出生票と死亡票の間

での情報の一致率（双方に記載がある場

合に限る） 

客体 2476 (98.8%) 

市町村 2484 (99.2%) 

保健所 2494 (99.6%) 

性別 2365 (94.3%) 

出生月 2495 (99.2%) 

出生日 2486 (99.5%) 

母生年 2210 (98.8%) 

母生月 2214 (99.0%) 

母生日 2200 (98.4$) 
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出生体重 2042 (92.1%) 

在胎週数 2138 (96.7%) 

多胎数 2297 (91.6%) 

出生順位 76 (58.9%) 

 

 １歳未満の死亡における特

記情報のうち、母体生年月

日を用いなかった場合 

連結率 2530 (99.1%) 

ペアだと判断された出生票と死亡票の間

での情報の一致率（双方に記載がある場

合に限る） 

客体 2394 (94.6%) 

市町村 2516 (99.6%) 

保健所 2520 (99.7%) 

性別 2509 (99.2%) 

出生月 2299 (90.9%) 

出生日 2520 (99.6%) 

母生年 1973 (87.3%) 

母生月 1972 (87.3%) 

母生日 1955 (86.5%) 

出生体重 1923 (86.0%) 

在胎週数 2196 (98.7%) 

多胎数 2273 (89.8%) 

出生順位 153 (99.3%) 

 

i)１歳未満の死亡にて記載されるすべての

情報を用いた場合 

ii)１歳未満の死亡における特記情報のう

ち、各種産科情報（在胎週数、出生体重、胎

数、出生順位）を用いなかった場合 

iii)１歳未満の死亡における特記情報のう

ち、母の生年月日情報を用いなかった場合 

の３つの手法を比較した場合、死亡票に対

応する出生票を見つけられる割合は、i)１

歳未満の死亡にて記載されるすべての情報

を用いた場合、と、iii)１歳未満の死亡にお

ける特記情報のうち、母の生年月日情報を

用いなかった場合、が最も高く、ii)１歳未

満の死亡における特記情報のうち、各種産

科情報（在胎週数、出生体重、胎数、出生順

位）を用いなかった場合では、特に双子の区

別がつかないため、低くなった。 

また、ペアだと判断された出生票と死亡票

の間での情報の一致率（双方に記載がある

場合に限る）は、i)１歳未満の死亡にて記載

されるすべての情報を用いた場合 

が最も高く、各種産科情報および母体生年

月日を用いないと、それぞれ用いなかった

項目において、一致率が低くなった。 

 

② リンケージされたデータの利活用 

本分担研究関係者のみならず、他の分

担研究の先生方とともに多角的な解析を

積極的に行った。この結果、５本の英語

原著論文、および 1本の日本語原著論文

を出版することが出来、現在も複数を投

稿中である。 

今年度は論文および学会発表にて、下

記の事項を報告した。 

-BMI 18.5 未満の妊婦においては現行の

妊娠中の体重増加量の推奨値は低すぎる

可能性があること、また、通常ひとくく

りにされる BMI18.5-25kg/m2 において

も、BMI により適切な妊娠中体重増加量は

3kg 以上異なるため、BMI のカテゴリー化

の方法についても再検討が望まれること

を示した。 

-低身長の妊婦は、身長が高い妊婦より

も、妊娠高血圧腎症、胎盤早期剥離、胎

児発育不全、になるリスクが高い。 

-糖尿病合併妊娠は極低出生体重児の短

期予後に影響を及ぼしていなかったが、

RDS についてはリスクを増加させている可
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能性がある（ただし 2009 年の妊娠糖尿病

の診断基準の変更後のみに有意な影響を

認める）。 

-日本を含む先進国 30 カ国における 32

週未満出生および死産児の統計を比較

し、22-23 週の超早産児においては生産/

死産の分類が国により差が大きく、早産

統計に影響を与えるため、国際比較にお

いては省くことが望ましいことを示し

た。 

-在胎 24-28 週出生児の予後を９カ国で

比較することで、胎児発育を評価するた

めに国別の発育曲線を使用しても、国別

の発育曲線を使用してカットオフを設定

しても、胎内発育不全で産まれたことに

よるリスクはほとんど変わらなかった。 

-在胎 24-28 週出生児の未熟児網膜症発

生率を９カ国で比較することで、日本は

その他の国（豪州、カナダ、フィンラン

ド、イスラエル、スペイン、スウェーデ

ン、イタリア、イギリス）と比較して特

に高いこと報告した。 

 

さらに、なるべく幅広くこのデータベ

ースを有効に活用していただけるよう

に、周産期医療関係者への疫学教育を兼

ねて、第 52 回日本周産期・新生児医学会

学術集会において、教育セミナーを開催

した。 

 

Ｄ．考察 

人口動態統計の連結手段に関しては、

匿名化されている人動態統計個票を高精

度に相互連結するためには、母の生年月

日や、周産期関連因子など、現在１歳未

満の死亡の特記事項として記載されてい

る変数が必要であり、これらの変数がな

いと出生票と死亡票の正確な連結は難し

いこと、一方で、現在の特記事項として

記されている変数（母の生年月日、在胎

週数、出生体重、胎数、出生順位）が記

載されていれば、匿名化されている情報

同士であっても、研究に有用なデータベ

ースを作成するための連結は可能である

可能性が示された。 

 このことは、両親の社会的背景や周産

期因子が乳児死亡リスクに与える影響に

ついては、人口動態統計票を用いて解析

を行うことができるということを示して

いる一方で、１歳以上での死亡、つまり

は幼児、学童の死亡、あるいは出産や中

絶後の母の死亡については、出生票と死

亡票を高精度に連結することは極めて困

難であるため、関連する社会的背景や周

産期因子を解明することは、匿名化され

た人口動態統計票からはできないことを

示唆している。 

 このため、 幼児、学童の死亡、ある

いは出産や中絶後の母の死亡のリスク因

子の解明には、他の手法を用いたリンケ

ージが必要である。 

代替案としての一つの可能性は、氏名

等を含むオンライン登録による個票情報

を、リンケージに用いることである。出

生、死亡、などの人口動態調査について

は、自治体から厚生労働省に送付される

調査票の OCR シートを読み込む方法のほ

かに、自治体において調査票の電子デー

タをオンラインで送信する人口動態統計

オンライン報告システムが平成 15年より

導入され、各市町村に順次導入されてい

る。平成 26 年度時点において、全出生の

約 90%が本報告システムを用いて報告され

ている。このオンライン報告システムで
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収集されている情報には、氏名や分娩施

設、等に関する情報も含まれている。こ

のため、この情報を用いれば、１歳以上

での死亡例も対応する出生票と高精度に

連結することができる可能性がある。さ

らには、出生票に記載されている母の欄

と死亡票に記載されている氏名欄を用い

れば、褥婦や中絶後の女性についても死

亡票と高精度に連結することが可能とな

り、生存予後についての解析も可能とな

る可能性がある。 

また、現在戸籍情報の登録にはマイナ

ンバーは含まれていないが、将来的には

マイナンバーにより戸籍情報を含む政府

所有の情報を高精度で連結し、公衆衛生

学的に有用な研究に活かすことが可能と

なるかもしれない。 

 

一方で、連結されたデータベースの利

活用については、本年度は小児科および

産科の先生方とともに周産期データベー

スの解析を行った。多くの有用な新規発

見ができた一方で、有用なデータベース

が作成できても、それを活用し、臨床現

場および政策に反映できるような成果を

産出できる研究者はまだ少ないことも明

らかになった。また、DPC データとその他

の周産期医療に関するデータの連結が今

年度進まなかったように、所有団体が異

なるデータベースを統合してその活用を

検討する際には、データ提供者の個人情

報を充分に保護し、またデータ所有団体

の利益も配慮したシステムを整備するこ

とが重要であることを再認識させられ

た。 

諸外国においても、医療データベース

を用いた研究は増加傾向にあり、それら

の結果が診療やガイドライン等に影響を

与えることも増加している。しかし、日

本の成育医療分野における研究において

は、データベースへのアクセスに関する

広報、解析能力を備えた人材を確保する

ための臨床研究教育の必要性が浮き彫り

となっている。 
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